
（単位：百万円）

産    業    別 平成20年度 平成21年度 平成22年度

町  内  総  生 産 66,262 62,487 68,154
(4+5-6)
1. 第  1 次 産 業 6,854 6,292 9,348

  農           業 6,854 6,292 9,348
  林           業 0 0 0
  水    産    業 0 0 0

2. 第  2 次 産 業 23,349 19,630 21,777
鉱           業 0 0 0
製    造    業 20,562 17,073 18,442
建　　設　　業 2,787 2,556 3,336

3. 第  3 次 産 業 35,731 36,362 36,679
電気ガス水道 1,049 1,223 1,206
卸 売 小売業 4,214 4,411 4,490
金 融 保険業 2,198 2,084 2,068
不  動  産 業 12,172 12,363 12,386

運　輸  業 3,411 3,348 3,402
情 報 通 信 業 185 139 131

サー ビス  業 5,900 6,349 6,225
政府サービス生産者 5,489 5,394 5,693

対家計民間非営利サービス生産者 1,113 1,051 1,078

4.小計(1+2+3) 65,934 62,284 67,805
5.輸   入  税 789 582 688
6.(控除)   消費税 461 380 338

　　

　２   町民所得（分配）
（単位：千円）

分       　類 平成20年度 平成21年度 平成22年度

町民所得(1+2+3) 62,314 57,937 61,584

1雇用者報酬 38,224 35,047 35,675
2財 産 所 得 3,863 3,923 3,704
3企 業 所 得 20,227 18,968 22,205

2,674 2,511 2,665

資料：平成22年度　市町村民経済計算

７．町民所得推計

１   経済活動別町内総生産（実数）

1人当たりの町民所得

資料：平成22年度　市町村民経済計算※数値について、単位未満を四捨五入しているため総数と内訳の和が一致しない場合がある

※数値について、単位未満を四捨五入しているため総数と内訳の和が一致しない場合がある

市町村民所得とは国民経済計算体系という国際的な基準に

基づき、各市町村の経済活動によって、1年度間に新たに生み

出された付加価値を、生産・分配の二面から推計したもの。

市町村別の産業構造、経済規模、経済成長率、所得水準等

を総合的に理解することができる。


